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研究成果の概要（和文）： 
	
 本研究は、博物館情報、博物館教育、博物館経営の新領域についてワークショップ等を通し

て抽出したキーワードを用い、これからの学芸員養成課程に必要な概念を整理してマップ化し

た。その結果、各領域の共通点には博物館学を支える背景に関連分野や領域の理論基盤がレイ

ヤとしてあることがわかった。今後は各領域ともに近接もしくは関連分野・領域を横断的に扱

うことについて議論し、それぞれの分野でより具体的に理論研究を進める必要がある。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 This report utilizes the adjustment concept to create a map of museum management, 
museum education and museum informatics relating to the field of museum studies. 
Using the KJ method, keywords, concepts and ideas relating to the 3 aforementioned 
fields were extracted in a workshop setting. As a result, we discovered that a 
theoretical base for museum study has class structure and multidisciplinary elements 
underlying and across several fields. 
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 直接経費 間接経費 合	
 計 
2010年度 1,700,000	
 510,000	
 2,210,000	
 

2011年度 500,000	
 150,000	
 650,000	
 

2012年度 1,200,000	
 360,000	
 1,560,000	
 

年度 	
 	
 	
 

	
 	
 年度 	
 	
 	
 

総	
 計 3,400,000	
 1,020,000	
 4,420,000	
 

 
研究分野：文化情報学 
科研費の分科・細目：博物館学 
キーワード：博物館情報学、博物館経営学、博物館教育 
 
１．研究開始当初の背景 
	
 ICOM（国際博物館会議）によると、博物
館学とは「博物館史から、博物館と社会にお
ける関係の研究、研究、保存、教育、運営と
言った特定領域研究、物理的な研究、さらに
博物館分類を扱う、博物館科学（museum 
science）である」と定義されているように、

今日における博物館学は、学際的な領域を網
羅する学問として発展している。とりわけ、
博物館教育（Museum Education）、博物館
経営（Museum Management）、博物館情報
(Museum Informatics)各領域の博物館研究
は、現在の博物館を取り巻く動的な部分（運
営者・社会環境・利用者・情報伝達）を扱っ
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ており、館の経営から教育、社会への還元と
直接携わってくる分野である。これら新領域
の博物館研究では、実務の世界においても必
要性が注目されており、学芸員養成課程にお
いては平成 24 年度から科目の増設、新設が
図られている。新領域の博物館研究は、現実
的な課題に取り組む傾向があるため、各領域
でそれぞれ個別に研究が進んでいる反面、研
究範囲、背景理論、研究用語の定義、先行研
究の分類等の体系的な基礎研究が不足して
いる。今後、新領域研究を推進するにあたり、
指針となるような基礎研究は必要不可欠で
あると考え、これらの基礎研究を確立させる
ことで、学芸員養成科目の改正後のカリキュ
ラムの作成等の参考にできるものと考える。 
 
２．研究の目的 
	
 平成 24 年度より、学芸員の資格取得に必
要な博物館に関する科目が改正された。改正
科目には、博物館教育論、博物館情報・メデ
ィア論など、既存科目と新領域の科目が統合、
新設された。現在の博物館学の研究は、新領
域に関連する研究は盛んであるが、これらの
領域を体系化した基礎研究は少ない。そこで
本研究では、各研究者の知やデータを共有す
るサイエンスコモンズの仕組みを取り入れ、
収集・蓄積されたデータを元に各領域の概念
を抽出・整理し、学芸員養成課程等で活用で
きる博物館学における新領域の概念マップ
作成、提案することである。 
 
３．研究の方法 
	
 新領域の概念マップ作成は、博物館教育、
博物館経営、博物館情報のそれぞれを同時並
行で進めていく必要があることから、各領域
を専門とする研究代表者および分担者がキ
ーワードの抽出と概念整理およびマップの
作成を行う。また、本研究は理論研究である
ことから、各領域の文献調査をはじめ、ヒア
リングや学会等に参加し、国内外の現状調査
を行った。キーワードの抽出には、KJ 法を用
いたワークショップ複数回実施し、ワークシ
ョップの参加者には研究会や関連学会を通
じ各領域の研究者または博物館関係者に協
力を依頼して複数回実施した。一連の過程で
抽出したキーワードは、各担当がマップ化し、
これからの社会に必要な博物館、ならびに学
芸員が備えるべき要素を考察・提言する。	
 
	
 
４．研究成果	
 
	
 本研究の成果を各領域について報告する。	
 
(1). 博物館教育	
 
①日本の大学における学芸員教育	
 
	
 博物館法第 5 条第 1 項第 1 号には「学士の
学位を有する者で、大学において文部科学省
令で定める博物館に関する科目の単位を修
得したもの」と定められている。	
 

	
 日本の大学では、博物館法に定められた博
物館に関する科目を実施し、履修した学生に
単位を付与することにより、学芸員資格を付
与している。前述したように、学芸員資格は
平成 24 年より一部改正され、各大学で実施
されている。科目の内容については、「学芸
員養成課程の充実方策について（第 2次報告
書）」（平成 21 年 2 月）の「大学における学
芸員養成科目の改善」を参考にして編成する
ものとする、と文科省から各大学に通達され
ている。	
 
	
 本研究では、改正学芸員科目が実施される
前に各大学の学芸員養成科目に携わる関係
者による聞き取り調査を行った。	
 
	
 本節では、その聞き取り調査より浮かび上
がった現状と課題に関してまとめていく。	
 
＜北海道大学＞	
 
	
 北海道大学では、学芸員養成科目を実施す
るだけでなく、文部科学省で、平成 20 年度
から実施している｢質の高い大学教育推進プ
ログラム（教育 GP）｣に採択され、北海道大
学教育 GP「博物館を舞台とした体験型全人教
育の推進」を平成 20 年より 3年間実施した。
その中で、北海道大学は、各学芸員養成科目
や博物館という教育機関を活用し、北大の目
指している全人教育を実施している。この背
景には「学芸員にならなくても役に立つ能力
を身に着けてほしいという位置づけになっ
ている。」という目的があるとみられる。具
体的には、本 GP では課題探求能力、協調性
と自主性を備え、問題解決能力、コミュニケ
ーション能力、マネジメント能力を持ち、自
己評価の視点を身につけた学生を育て、広い
視野と社会貢献とボランティアの精神の涵
養を図ることを目指している。博物館という
環境やテーマを基に、実践的課題に取り組ま
せることによって、前述した能力や精神の涵
養を行っていた。また、本 GP プログラムを
通して、学生同士の博物館を舞台にしたコミ
ュニティの形成や社会と直接コミュニケー
ションをとるプログラムがあるなど、これま
で資格科目にとどまっていた学芸員養成科
目の可能性を広げていると考えられる。	
 
	
 一方で、平成 23 年度より学芸員養成科目
の内容が細かく規定される中で、各大学独自
の教育目的を学芸員養成科目内にどこまで
合致させられるかは課題が残る。北海道大学
でも、この課題に対しては、検討している最
中である。	
 
＜九州大学＞	
 
	
 九州大学は、総合大学であるため、九州大
学総合研究博物館は理系向けの学芸員養成
科目を実施している。	
 
	
 理系向けに植物標本の採取や制作など特
徴的な授業内容を実施している。一方で、新
たに実施される予定である博物館経営や教
育に関しては、オムニバスで実施される。オ



ムニバス講義の課題として、カリキュラム全
体を通して統一感や質が保証できるかとい
う事があげられる。九州大学では、今後教員
間のコミュニケーションをはかりながら、こ
の課題に取り組むことを考えている。	
 

＜九州産業大学＞ 
	
 九州産業大学は、大学美術館をフィールド
に学芸員養成科目を実施している。博物館教
育論では、美術館の教育プログラムの開発や、
実際にアウトリーチ活動に参加することで、
博物館教育を実践的に学んでいる。博物館実
習では、実習先に事前に活動内容を聞き、そ
の内容にあった学生を派遣するなど、活動を
させることを主軸に置いているようである。
博物館実習の内容は、学生のレポートをまと
め、実習先各所に配布するという活動を行っ
ている。実習先にとっては、学生の活動のフ
ィードバックになると共に、他の実習先の実
習内容も把握でき、博物館実習の実質化につ
ながると考えられる。一方で、九州産業大学
では、学芸員養成科目を担当する教員が限ら
れており、改正される学芸員養成科目におい
てもこれまで担当した教員が兼務する科目
が多いということであった。それにより、こ
れまで同校が行ってきた学芸員養成教育の
発展がのぞまれる一方、専門科目による新た
な技術、能力の発展がどこまで実現できるか
が、課題だと考えられる。	
 
	
 
②大学教育の中の学芸員教育の課題	
 
	
 これまで調査した 3校の現状から、学芸員
養成科目は、A.各大学がそれぞれ特色あるカ
リキュラムで実施していること、B.最近では
講義だけでなく実技や演習など、実践的な活
動を多く取り入れていること、が分かった。	
 
	
 一方で、改正学芸員科目については、次の
ような課題が上がった。A.これまで実施して
いた各大学の特色ある教育内容と資格科目
としての質保障をどう共存させていけるか。
B.科目数が増えたことにより、資格課程全体
のマネジメントが必要であるが、各科目を担
当する、または科目内を担当する教員間のネ
ットワークや意思疎通をどう図っていくの
か。上記の課題に関しては、各校で取り組む
というより、博物館関係機関、関係者全体で
考えていかなければならない課題である。	
 
	
 
③博物館教育の概念マップ	
 
	
 博物館教育では、合計 140 個のキーワード
が抽出された。それらの重複を省き、いくつ
か追加をした後、5 つのカテゴリーに区分け
した。オレンジ色は学習理論、水色は博物館
学特有の学習理論、赤はこれらの理論が目指
す教育・学習目的、緑は具体的な手法、そし
て青は博物館のアプローチを受け取る博物
館以外のアクターのキーワード群である(図
1）。博物館教育おいては、その背景となるの

は既存の学習理論である。特に博物館教育に
おいては、学習者中心で学ぶ構成主義学習理
論やカリキュラム、正解が決められていない
インフォーマルラーニング理論を参考にし
ているようである。これらの教育理論は、従
来の学校教育の枠にとどまらない教育や学
習をテーマにしている理論であり、博物館教
育は、これらの既存の教育学の理論を元に、
VTS やフリーチョイスラーニングといった博
物館独自の教育理論を生み出している。	
 

 
図  1 博物館教育の概念マップ	
 

一方、博物館教育では、その特殊な学習環境
の元、博物館固有の教育活動、学習活動が展
開されている。博物館の教育活動とは、鑑賞
活動、実物学習、モノ資料や体験を元に展開
される博物館での教育活動である。	
 
	
 背景理論、そして博物館独自の教育活動を
通して、博物館教育には独自の教育目標が設
定されていることがキーワードの整理から
明らかになった。それが、知識獲得ではない、
学習者の中での成長であることや、学習者の
自由な学びである。このような教育目標を達
成するために、ワークショップや対話式鑑賞
など、博物館教育では独自の教育方法やツー
ルを開発してきた。博物館は、そのような独
自の教育を用いて、学校や社会との多様なス
テークホルダーと連携している。また最近で
は、博物館教育を通して、地域振興や学校と
連携したインフォーマル学習の確立など多
目的な応用が実施されている。	
 
	
 これまで博物館教育はその独自性が論じ
られることが多かったが、今回キーワードを
整理する中で、博物館教育は博物館学特有の
教育課題を扱っているのではなく、教育研究
の中でも特殊性のある教育課題に適応し、発
展してきたのではないかと考えられる。今後
は既存の教育研究の議論を踏まえた上で、そ
のニーズや定義と博物館の学習環境の独自
性を適合させ、その理論、手法を構築する必
要があると考えられる。	
 
	
 
(2). 博物館経営	
 
①博物館経営論の学習プログラムに関する
海外の事例	
 
＜Southbank	
 University＞	
 



	
 平成 22年 9月にサウスバンク大学のProf.	
 
Suzy	
 Kerr	
 Pertic にヒアリング調査を実施し
た。サウスバンク大学では博物館学及び関連
する諸領域を含めた体系的な学習プログラ
ムが整備されていた。博物館実習に相当する
科目においては PBL（Project	
 Based	
 Learning）
型プログラムを採用しており、学生が特別展
の資金調達としてパーティーを企画する等
の実践的な取組が学生主導で試みられてい
る。一方で、経営学に関連する諸領域は、同
大学の Business 学部の専門教員による講義
（マーケティング等）を受講する形となって
いる。現在、イギリスの文化行政は、国の支
援が大幅に削減される等の厳しい状況下に
あり、上述の PBL 型で実施された資金調達の
取組のように現場の課題にどのように対処
できるかという観点からもプログラムが検
討されていた。このような傾向は上記の博物
館教育でも触れられていたように日本の学
芸員養成課程でも散見されるが経営領域に
限れば PBL 型の学習プログラムに関する報告
はほとんどみられない。	
 
	
 
②博物館経営論の理論構築に関する課題	
 
	
 今日に至るまで博物館経営論はどのよう
に理論構築が図られてきたのか。この現状を
明らかにするため、博物館経営の議論に関す
る歴史的経緯と、「経営」を主題とした学術
研究論文発行数の経年変化を調査した。博物
館という機関が生成した当初から集客力の
向上や宣伝等の目的から経営が論じられる
ことが多かったが、学問の一領域として研究
されるようになったのは 1990 年代以降とい
える。この時期は、バブル経済の崩壊による
財政の逼迫と、それに伴う制度改革の実施と
いう背景を有しており、現実的な博物館の経
営危機が起因となって研究が増加したとい
える。実際に、「経営」を主題とした学術研
究論文発行数の経年変化をみると、直近の 10
年間に 70%が集中している。	
 
	
 さらに研究主題の全体的な傾向として「経
営」もしくは「管理・運営」は多いが、組織・
財務・会計・人的資源管理等の各分野に焦点
を絞った研究は極めて少ない。また、全体の
半数以上が「事例」または「制度・政策」が
主題となっている。つまり、日本における博
物館経営論の研究は経営学における個別領
域に踏み込んだ研究が少ない一方で、経営と
いう大きな枠組みから概念または理論研究
がなされているかというとそうではなく、事
例研究や制度・政策等が半数以上を占めてい
ることが明らかになった。	
 
	
 
③博物館経営の概念マップ	
 
	
 4 回のワークショップ（WS）及びサイエン
スコモンズを活用した Web 上での意見交換等
を通して、博物館経営論の概念マップを構成

する 166 個（重複を除く）のマネジメント要
素を抽出した。その要素をマップ上にどのよ
うに配置していくかという構成について、WS	
 
の議論では、まず博物館経営の目的理念であ
る「使命」を中心とすることが確認された。
そして中心部には博物館の本質的活動が集
まり、そこから派生して新しい考え方や周辺
事業が外へと広がっていくイメージを共有
することができた。この構造は二重円となっ
ており、内円部に組織体における普遍的な経
営要素「基本概念」、外円部に実務を含む博
物館特有の経営要素「基本活動」と定めた。
そして基本概念は学芸員養成課程の学習や
理論構築という点を鑑み、学部レベルで教授
する基本的な経営学の各分野（組織、戦略、
マーケティング等）とした。また、二重円と
同様にマップを構成する概念として上位か
らガバナンス・マネジメント・オペレーショ
ンというレベル（階層）の差を設けることも
確認された。例えば博物館経営は国の文化政
策や地域の文化行政と密接に関わっている
ものであり、その意思決定に関与できるのは
設置主体や館長等のトップマネジメントで
あり、ガバナンスの領域であるといえる。つ
まり使命を中心とした自館よりも上位層と
いえる。このように二重円と三層の２つを合
わせた構成から使命を中心としたマップに
各要素を配置した結果が下図である。	
 

	
 

図  2 博物館経営の概念マップ	
 
このマップから、基本概念から基本活動へつ
ながる要素が希薄であること、会計等の特定
の分野からは基本活動（博物館特有の要素）
がまったく抽出されていないことが明らか
になった。博物館経営論の研究は、前述の通
り、事例や制度等の現実的な課題に対応した
研究が多く、経営学を適用した理論基盤の構
築が未成熟であることから経営学と博物館
学の橋渡しとなる部分が希薄であるといえ
る。また、研究分野に偏りがあり、今日では
資金調達が重視されながらも財務や会計等
の理論研究はほとんどみられない。今後は、
第一に経営学をベースとして、その橋渡しと



なる博物館の特殊性を反映した理論基盤の
研究が喫緊の課題であるといえる。	
 
	
 
(3). 博物館情報	
 
①博物館と情報技術	
 
	
 博物館における情報とは、一般的には資料
の物理的要素を情報に捉えた一次資料の情
報と、これらにキャプション等一次資料を補
足するための非物理的な要素を情報化した
ものを二次資料として扱うことができる。こ
れらの情報は博物館の活動に合わせて収蔵
資料情報、展示情報、教育普及情報、調査研
究情報、管理運営情報といくつかの種類・活
動に分けることができる。さまざまな活動の
過程で生成される情報は、現代では資料のデ
ジタル化やコンピュータを用いたデータベ
ース化、電子機器を用いた博物館の展示から
インターネットを利用した情報発信、職員の
コミュニケーション手段に至るまで、情報・
通信技術が利用されている。その論拠に、
CiNii を使用して抽出した情報技術と博物館
に関する論文・雑誌記事の件数に見ることが
できる。図は図中 1〜7 の検索語を用いて情
報を抽出し、それぞれの結果から重複するタ
イトルを省いた記事件数のデータをグラフ
化したものである。	
 

 
図  3 博物館と情報技術に関する記事件数推移 
	
 この結果から、現代の博物館の活動には情
報・通信技術を利用した館の活動の情報化を
切り離して扱うことはできない段階にある
といえる。今日の高度情報社会における博物
館は、IT 技術の高度化と情報価値の変化に柔
軟に対応し、対象とする社会のニーズに応え
るために、伝統的に行ってきた収集資料の情
報化に限らず、館のあらゆる活動を情報化し、
その内容を情報・通信技術を用いて対象に伝
達することにより、博物館に対する価値の創
出ないしは、社会における知識基盤としての
役割を担うことが必要であると考えられる。	
 
	
 活動内容を情報・通信技術で伝達するため
には、それを専門とする研究者や企業との連
携が不可欠である。現地調査を行った英国や
フィンランド等欧州の博物館では、情報系の
大学や研究機関と密に連携することで、博物
館の情報を社会で広く利用する試みが行わ
れている。とくに、EU 圏が協働して進めてい
る文化・芸術情報のデジタルアーカイブプロ
ジェクト、Europeana の参加には情報技術か
らコミュニケーションに至るまで、あらゆる

要素が必要になることから、博物館のみで進
めることは困難である。このような活動の参
加の背景には、資料の情報化や情報活用を企
画・提案できる学芸員の存在が大きい。とく
に、フィンランドでは博物館と大学等研究機
関が協力し、博物館をはじめとする文化施設
が保有する情報のデジタル化やデータの標
準化を国レベルでの取組みに至っている。	
 
	
 
②博物館情報の概念マップ	
 
	
 このような国際的な背景の中で、本研究で
は博物館情報の中でも特に重要な点として、
資料に関する情報化またはデジタル化をテ
ーマにキーワードの抽出・マップ化をした。	
 

	
  

 
図  4 博物館情報の概念マップと要素の関係  
	
 結果、博物館情報の基礎であるコレクショ
ンを基盤とした組織運営・経営のための情報
と社会に対しての役割を担うための情報発
信と活用、情報収集が重要な要素として抽出
された。とりわけインターネットの活用は博
物館と社会のコミュニケーションの 1つとし
て捉えられ、社会のニーズを収集し、それに
応じたコレクション情報をどのように活用
できるのか、従来の館内でのワークショップ
や学校等の教育現場、展示利用に加え、イン
ターネット社会における情報活用が博物館
に求められているといえる。そのためには、
どのような情報を誰に対して公開・発信する
のか、館の特性や対象を把握しつつ情報をデ
ジタルデータで活用するためのデジタル化



やデータベース化が必須となる。これからの
情報化は、コレクションに限らず活動に係る
様々な情報を公開し、結果として組織および
社会に対して貢献ができるデジタルデータ
の活用計画を検討できる人材が必要となる。	
 
	
 博物館情報の概念マップを大きく区分け
すると、内的要素に経営や教育、展示等の内
部で活用する情報と、インターネット社会に
おける情報の収集と活用に絡む外的要素の 2
種類に分けて考えることができる。	
 

 
図  5 内的要素と外的要素の区分け  

このとき、内的要素に起因する情報には、博
物館教育や経営、展示の各領域の学習で対応
できるが、外的要素は、社会やインターネッ
ト上に存在するあらゆる分野・領域・事物が
対象になる。多種多様な要素を博物館と関連
づけてその意味や目的、活用を見いだすため
には、博物館と外的要素の関係について考察
するような学習内容が求められる。これらに
は、事物と事物の関係を考察する論理学や情
報の扱い方について学ぶ情報学、コンピュー
タやインターネットのリテラシー教育等、既
存の学問範囲で賄う事ができる。以上のこと
から、新領域の博物館情報では、外的要素を
中心とした情報とコンピュータに関連する
既存の学問領域・内容を踏襲した上で博物館
特有の内的要素に関連する情報の扱いにつ
いて学習することが望ましいと考えられる。	
 
	
 
(4). 共通点とまとめ	
 

 
図  6 理論構築の概念レイヤ 

	
 本研究では、新領域についてワークショッ

プ等を通して抽出したキーワードを用い、こ
れからの学芸員養成課程に必要な概念の抽
出を行った。その結果、各領域の共通点には、
博物館学を支える背景に関連分野や領域の
理論基盤がレイヤにあることがわかった。(図
6)現在の学芸員養成課程の内容は、博物館と
いう特殊性に特化した学習が主であること
から、今後は各領域ともに近接もしくは関連
分野・領域を横断的に扱うことについて議論
し、それぞれの分野でより具体的に理論研究
を進めていく必要がある。 
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